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      パート社員に対する厚生年金適用と人材活用 

                            佐藤博樹 

 

１，小売業、飲食業、サービス業などにおけるパート社員活用上の現状と課題 

 
  現状 

    高いパート社員比率：量的依存 

    パート社員の基幹労働力化：質的依存 

 

  課題 

    パート社員の確保 

    パート社員の持続的な能力開発 
    →人材確保力と人材育成力の向上が課題に  
     

 
２， 就業調整とその人材活用に対するマイナスの影響 

 
  就業調整の要因 

        多様な要因：年金の適用範囲（基準）も 

 

  就業調整行動 

    基本は時間調整、ただし収入自体の調整も 

 

    就業調整の人材活用に対するマイナスの影響  

    人材育成を阻害 

      企業だけでなく、パート社員自身も  
       （例）能力開発→社内資格上の昇格→給与上昇→労働時間短縮  
 
    人材活用に関わる管理コストを高める 
      スケジューリングコストの増大  
        （例）賃金額上昇や残業発生や年間での時間調整の必要  
           短時間化でパート社員数の増加など  
 
      社員や就業調整していないパート社員の負荷増大  
        →金銭に換算されていないコスト 

 
    仕事や働きに見合った労働条件の改善を阻害 

      就業調整していないパート社員の労働条件改善を阻害  
        →社員との均等処遇の推進を阻害 
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３，短時間労働者への厚生年金適用拡大 

 
  就業調整行動の緩和 

      労働者の就業行動選択に対して中立的な社会制度の方向へ  
 

        就業ニーズに即した就業行動の選択範囲を拡大 

      現状：相当数のパート社員は厚生年金等の社会制度を前提に就業行動を選択 

      

  企業の人材活用への影響  

    短期的なマイナス：人件費上昇  

 

    短期、中長期のプラス効果 

      短期：就業調整に対処するための様々管理コストの解消 

      中長期：人材育成を阻害するマイナスの連鎖の解消→人材育成の円滑化 

           就業調整をしていないパート社員の労働条件の改善 

       社員との均衡処遇の推進の円滑化 

             →人材育成、技能向上、賃金上昇、人材確保などの好循環へ  
         →パート社員の就業条件の改善  
 
 その他（厚生年金の適用基準）  
   労働時間基準を原則に 
     収入条件の水準によっては人材育成などマイナスに 
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